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日本ニューテクノロジー・オープン（愛称 地球視点）
追加型投信／国内／株式

日本ニューテクノロジー・オープン（愛称 地球視点）が

「Ｒ＆Ｉファンド大賞2024」におきまして、

『最優秀ファンド賞』

（投資信託10年 国内株式グロース 部門）

を受賞しました。

「Ｒ＆Ｉファンド大賞」は、Ｒ&Ｉが信頼し得ると判断した過去のデータに基づく参考情報（ただし、その正確性及

び完全性につきＲ＆Ｉが保証するものではありません）の提供を目的としており、特定商品の購入、売却、保有

を推奨、又は将来のパフォーマンスを保証するものではありません。当大賞は、信用格付業ではなく、金融商

品取引業等に関する内閣府令第２９９条第１項第２８号に規定されるその他業務（信用格付業以外の業務であ

り、かつ、関連業務以外の業務）です。当該業務に関しては、信用格付行為に不当な影響を及ぼさないための

措置が法令上要請されています。当大賞に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利はＲ＆Ｉに帰属し

ており、無断複製・転載等を禁じます。

Ｒ＆Ｉファンド大賞2022

（投資信託 国内株式グロース 部門）

Ｒ＆Ｉファンド大賞2022

（投資信託10年 国内株式グロース 部門）

【過去の受賞歴】

当レポートは9枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（1/9）  552228
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　設定来の基準価額の推移

　ポートフォリオ構成比率

株式 91.6%

(内国内株式） (91.6%)

(内先物） (0.0%)

短期金融商品その他 8.4%

組入銘柄数 51銘柄 

　組入上位10業種

1 電気機器 24.3%

2 機械 15.7%

3 化学 12.6%

4 輸送用機器 12.4%

5 非鉄金属 7.8%

6 医薬品 4.4%

7 精密機器 3.8%

8 ガラス・土石製品 3.5%

9 建設業 3.4%

10 鉱業 1.9%

　組入上位20銘柄

1 三菱重工業 5.8% 11 川崎重工業 2.3%

2 日立製作所 5.0% 12 九電工 2.2%

3 トヨタ自動車 4.9% 13 住友金属鉱山 2.2%

4 日本電気 3.9% 14 アイシン 2.0%

5 ＳＷＣＣ 2.8% 15 ＩＮＰＥＸ 1.9%

6 三菱電機 2.8% 16 東京エレクトロン 1.9%

7 フジクラ 2.8% 17 三菱瓦斯化学 1.9%

8 ダイヘン 2.6% 18 日本アビオニクス 1.8%

9 ツムラ 2.6% 19 日本製鋼所 1.8%

10 本田技研工業 2.5% 20 テルモ 1.8%
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 基準価額 22,244 円

 純資産総額 147.6 億円

　最近5期の分配金の推移

第22期 2021/12/15 1,200 円

第23期 2022/6/15 900 円

第24期 2022/12/15 700 円

第25期 2023/6/15 1,000 円

第26期 2023/12/15 800 円

設定来合計 16,700 円

※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の月末および設定日との比較です。

※分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。

※当ファンドは、特定の指数に連動する、または上回る運用を目指していないため、特定のベンチマーク

および参考指数を設けておりません。

※基準価額は1万口当たりです。

※分配金は1万口当たり、税引前です。

運用状況等によっては分配金額が変わる場合、或いは分配金が支払われない場合があります。

※当ファンドの純資産総額に対する

比率です。

  騰落率

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

分配金再投資基準価額 ▲ 3.79% 12.08% 28.43% 43.14% 40.85% 478.76%

※各比率は当ファンドの純資産総額に対する比率です。

日本ニューテクノロジー・オープン（愛称 地球視点）
追加型投信／国内／株式

※基準価額は1万口当たり、作成基準日現在、年率1.54%(税抜1.40%)の信託報酬控除後です。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。
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　ファンドマネージャーのコメント

＜投資環境＞

4月の国内株式市場は下落しました。月初は年度越えの利益確定売りが先行し、その後も、米国で消費者物価指数(CPI)が市場予想を上

回ったことによる利下げ観測の後退と長期金利の上昇や、イスラエルとイランの報復合戦から中東情勢が一層悪化するとの懸念が高まった

ことなどから、株式市場は下落しました。年初から株式市場全体の上昇を牽引してきた半導体関連銘柄も、海外の半導体関連企業の決算を

受けて半導体市場の見通しに懸念が生じたことで調整を余儀なくされました。月末にかけては、中東情勢への警戒感が和らいだことに加え

て、円安が進行する中でも日銀の金融政策決定会合で金融緩和姿勢の継続が決定されたことなどを受けて、株式市場は戻りを試す展開と

なりました。

＜運用経過＞

当ファンドでは、経済・社会のデジタル化進行からの恩恵が見込まれるデジタル・テクノロジー分野、地球温暖化対策への取り組み強化か

ら恩恵が見込まれるグリーン・テクノロジー分野、健康と美という人間の根源的欲求にソリューションを提供するヘルスケア・テクノロジー分

野の３分野を、中長期的な成長が見込まれると考えて重点投資分野と位置付けていますが、ここ数ヵ月は在庫調整の進展という循環的要

因と生成AIの登場という構造的要因から市場での評価が高まると考えている半導体関連株を中心に、デジタル・テクノロジー分野を高位

に組み入れたポートフォリオとしてきました。ただ、4月に入って株式市場が調整局面入りしたと見られるなか、調整局面の間は市場での物

色が安定しないと考え、組入銘柄の分散を行うことにしました。具体的には、組み入れていた半導体製造装置株の一部売却を行うことに

よって、ポートフォリオに占める半導体関連株の比率を引き下げるとともに、株価指数上昇の主役を担うとの見方から組み入れていた大型

株の一部を売却した一方、国内でのデータセンターの建設増加から恩恵が期待される電気工事株、重電機器株、電線株、電力株などを組み

入れたほか、国際商品市況の上昇から恩恵を受ける資源関連株を組み入れました。一連の銘柄入れ替えにより、3月時点と比べてデジタ

ル・テクノロジー分野の構成比は低下し、グリーン・テクノロジー分野の構成比は増加しました。

この間、基準価額に対しては、総合電機株や電線株などがプラスに寄与した一方、半導体製造装置株や通信株などがマイナスに影響しまし

た。

＜今後の運用方針＞

これまでの国内株式市場の上昇は、日本経済がデフレ的な状態から脱却してきたこと、日本企業の収益体質が改善し、株主還元も拡充さ

れていること、バリュエーション面で割高感が乏しいこと、経済や政治の面で中国株の投資魅力が低下していることなどが原動力であった、

と考えております。そして、これらが国内株式市場に与えるポジティブな影響については見通しを変更する必要はないと考えております。従

いまして、国内株式市場の中長期的な上昇基調は続くと考えますが、1-3月の株価上昇が速すぎたことも事実であり、一定の調整期間は必

要と見ております。調整期間中は、内外の物価動向、金融政策見通し、地政学的リスクなどに左右される、不安定な相場展開となる可能性も

あると思われますが、経済や企業業績がしっかりしているので株価が大きく下がることも難しいと見ております。

当ファンドでは、世界が注目する次世代産業を担うニューテクノロジー（新しい価値を創造し、社会に大きな変化をもたらす技術）に強みを

持つ企業などに着目した運用を行っております。

今後も、デジタル・テクノロジー、グリーン・テクノロジー、ヘルスケア・テクノロジーの３分野を重点投資分野としたポートフォリオでの運用

を継続する方針です。このうち、デジタル・テクノロジー分野では生成AIの開発競争と普及からの恩恵が期待される半導体関連株とデータ

センター関連株に、グリーン・テクノロジー分野では脱炭素技術や防衛機器技術を有する企業に注目し、ヘルスケア・テクノロジー分野への投

資は抑制する考えです。また、国内株式市場は一時的な調整局面に入った可能性が高いと見ており、この間は市場での物色が不安定になり

がちなことから、組入銘柄の分散度を高めたポートフォリオにして、調整局面を乗り切りたいと考えています。

※ 今後の運用方針等は、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。また、市場環境等についての評価、

分析等は、将来の運用成果を保証するものではありません。

日本ニューテクノロジー・オープン（愛称 地球視点）
追加型投信／国内／株式
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　ファンド情報

設　定　日 2010年12月28日

償　還　日 2045年12月15日

決　算　日 毎年6月15日および12月15日(休業日の場合は翌営業日)

　ファンドの特色（1）

日本ニューテクノロジー・オープン（愛称 地球視点）
追加型投信／国内／株式
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　ファンドの特色（2）
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　投資リスク

日本ニューテクノロジー・オープン（愛称 地球視点）
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　お申込みメモ

日本ニューテクノロジー・オープン（愛称 地球視点）
追加型投信／国内／株式
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　ファンドの費用

　委託会社および関係法人の概況

委 託 会 社 ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社　 （ファンドの運用の指図を行います。）

金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第370号
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

受 託 会 社 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　 （ファンドの財産の保管及び管理を行います。）

日本ニューテクノロジー・オープン（愛称 地球視点）
追加型投信／国内／株式
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日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

岡三証券株式会社 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 関東財務局長（金商）第169号 ○

あかつき証券株式会社 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○ ○

auカブコム証券株式会社 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

三縁証券株式会社 東海財務局長（金商）第22号 ○

JPアセット証券株式会社 関東財務局長（金商）第2410号 ○

益茂証券株式会社 北陸財務局長（金商）第12号 ○

松井証券株式会社 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

野畑証券株式会社 東海財務局長（金商）第18号 ○ ○

武甲証券株式会社 関東財務局長（金商）第154号 ○

（登録金融機関）

株式会社イオン銀行（委託金融商品取引
業者：マネックス証券株式会社）

関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行(委託金融商品
取引業者：マネックス証券株式会社)

関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

ＰａｙＰａｙ銀行株式会社 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

商号 登録番号

加入協会

　販売会社について

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。なお、販売会社に
は取次証券会社が含まれる場合があります。

※岡三証券株式会社は、一般社団法人日本暗号資産取引業協会にも加入しております。

　ご注意

・ 本資料はＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。購入の申込みに当たっては、投資信託説
明書（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますよ
うお願いします。投資信託説明書（交付目論見書）の交付場所につきましては「販売会社について」でご確認ください。

・ 本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証
するものではありません。また、税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示す
ものではありません。

・ 本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針
通りの運用が行われない場合もあります。

・ 本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありま
せん。

日本ニューテクノロジー・オープン（愛称 地球視点）
追加型投信／国内／株式
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